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  本節では、消費税および所得税に関する理論的考察を行う。 




















































































































1989 年 3 月末までは、日本では、一般消費税は一切なかったが、一部の消費財（主に
贅沢財）に対し、5%から 30%で課されていた物品税などがあった。物品税の構造について
見てみると、食料品などのような補償された価格弾力性の低い消費財が非課税になってい
たことによって Ramsey (1927) の逆弾力性ルールとは逆の構造になっていた。また、物品














が他の消費財と同じ率で課税されており、従来の物品税よりは Ramsey (1927) の逆弾力性
 5
ルールに近づいたと言えよう。しかし、物品税の構造がある程度 Corlett and Hague (1953)
のルールと整合的であったのに対し、一般消費税はこのルールに従っていない。 
したがって、物品税から一般消費税への移行に伴って、Ramsey (1927) の逆弾力性ル






























このことを別の観点からも確認したい。表２と表３には、それぞれ 1998 年時点と 2001
年時点で各適用限界税率に直面する人々の割合が示されているが、これらの表から分かる







































  日本経済は 10 年以上に亘って、景気低迷とデフレを続けてきたが、多くの経済学者な
どは景気対策の一環として消費税を用いることを提案してきた。本節では、消費税を景気
対策の一環として用いる際の仕組み、メリットなどについて考える。 








税率 10％・・・全体の 60.8％ 
20％・・・   28.4％ 
    30％・・・     6.5％ 
    40％・・・    2.3％ 
    50％・・・    2.0％ 
 




税率 10％・・・全体の 69.2％ 
    20％・・・   22.0％ 
     30％・・・    5.3％ 
   37％・・・    3.6％ 
 






1971-83 年：19 段階（10 ～75％） 
 1984-86 年：15 段階（10.5～70％） 
 1987 年：12 段階（10.5～60％） 
 1988 年：6 段階（10 ～60％） 
 1989-98 年：5 段階（10 ～50%） 
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